
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第58期（平成28年４月１日～平成29年３月31日）

① 連結計算書類の連結注記表
② 計算書類の個別注記表

法令及び当社定款第19条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.itec-c.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆さまに提供しているものであ
ります。

表紙



連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の数及び連結子会社の名称

・連結子会社の数　　　　　　　６社
・連結子会社の名称　　　　　　中央ロジテック株式会社

静清鋼業株式会社
株式会社浜松アイ・テック
ファブ・トーカイ株式会社
大川スティール株式会社
株式会社オーエーテック
株式会社アイ・テックストラクチャーは清算結了（平成28年９月30
日）したため、連結の範囲から除外しております。
なお、清算結了までの損益計算書については連結しております。

②　非連結子会社の名称等
・非連結子会社の名称　　　　　愛鉄柯（上海）国際貿易有限公司

株式会社ミヤジマ
・連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためで
あります。

⑵　持分法の適用に関する事項
・持分法を適用した非連結子会社または関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社または関連会社はありません。
・持分法を適用しない主要な非連結子会社及び関連会社の名称等

愛鉄柯（上海）国際貿易有限公司（非連結子会社）
株式会社ミヤジマ（非連結子会社）
非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書
類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないた
め持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。
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・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
ハ．デリバティブ　　　　　　　　時価法を採用しております。
ニ．たな卸資産

・商品、製品、原材料　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）を採用しております。

・未成工事支出金　　　　　　　個別法による原価法を採用しております。
・その他のたな卸資産　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用しております。
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産
　　（リース資産を除く）

主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附
属設備を除く）及び平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　建物及び構築物　　　　７年～50年
　　機械装置及び運搬具　　５年～10年

ロ．無形固定資産
　　（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　　当連結会計年度末保有の債権の貸倒による損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　当社及び連結子会社は、従業員に対する賞与支給に備えるため、賞
与支給見込額のうち当連結会計年度対応額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　当社及び一部の連結子会社は、役員に対する賞与支給に備えるため、
当連結会計年度における支給見込額を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金　　　　　一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規
に基づく連結会計年度末要支給額を引当計上しております。

ホ．工事損失引当金　　　　　　　鉄骨工事請負に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手
持工事のうち、将来の損失発生が見込まれ、かつ、その金額を合理
的に見積ることが可能な工事について、損失見込相当額を計上して
おります。なお、工事損失引当金は、未成工事支出金より直接控除
しております。
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④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属
　　方法

ロ．数理計算上の差異及び過去
　　勤務費用の費用処理方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末
までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準によってお
ります。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理して
おります。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理して
おります。

ハ．小規模企業等における簡便
　　法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算
に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方
法を用いた簡便法を適用しております。

⑤　重要な収益及び費用の計上基準
イ．完成工事高及び完成工事原
　　価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められ
る工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
その他の工事

工事完成基準
⑥　重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。
また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たして
いる場合には振当処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段…為替予約、通貨オプション
ヘッジ対象…外貨建金銭債務

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　社内規程に基づき、外貨建金銭債務等に係る為替変動リスクを一定
の範囲内でヘッジを行っております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法　　ヘッジ対象及びヘッジ手段の時価変動額を比較し有効性を評価して
おります。

⑦　のれんの償却方法及び償却期間　のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積り、
当該期間（８年）にわたり均等償却しております。

⑧　その他連結計算書類作成のための重要な事項
　　消費税等の会計処理　　　　　税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」
（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得
した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ9,091千円増加
しております。

３．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）
を当連結会計年度から適用しております。

４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 13,308,287千円
⑵　受取手形裏書譲渡高
⑶　債権流動化による売掛債権譲渡高

3,687,395千円
1,786,617千円

⑷　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約（借手側）
当社及び連結子会社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越契約の総額 27,600,000千円
借入実行残高 15,000,000千円
差引額 12,600,000千円

５．連結損益計算書に関する注記
⑴　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含ま

れております。
　　180,188千円
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 12,215,132株 －株 －株 12,215,132株
⑵　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 802,080株 81,158株 －株 883,238株
（注）自己株式の数の増加は、平成29年２月27日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得80,800株及び

単元未満株式の買取り358株による増加分であります。
⑶　剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等
　平成28年６月24日開催の第57期定時株主総会において次のとおり決議しております。
　普通株式の配に関する事項

・配当金の総額 319,565千円
・１株当たり配当額 28円
・基準日　　　　　　　　　　平成28年３月31日
・効力発生日　　　　　　　　平成28年６月27日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの
　平成29年６月29日開催の第58期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
　普通株式の配当に関する事項

・配当金の総額 373,952千円
・１株当たり配当額 33円
・基準日　　　　　　　　　　平成29年３月31日
・効力発生日　　　　　　　　平成29年６月30日
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７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については預金及び有価証券等の安全性の高い金融資産で行い、また、

資金調達については銀行借入による方針であります。デリバティブ取引は、将来の為替変動リスク回
避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式等で

あり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である買掛金は、ほぼ全てが３ヶ月以内の支払期日であります。一部外貨建てのものにつ

いては、為替の変動リスクに晒されておりますが、先物為替予約及び通貨オプションを利用してヘッ
ジしております。

短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、また、機動的な資金調達の為、当座貸越契約の
設定をしております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先
物為替予約取引及び通貨オプションであります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、担当部門が取引先の状況を定期的に
モニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回
収懸念の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため信用リ
スクはほとんどないと認識しております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、外貨建ての営業債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対

して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。また、借入金に係る支払金利の変
動リスクは短期借入金のみのため僅少であります。

有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把
握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規程に従い、
資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社の各部門及び連結子会社からの報告に基づき、当社の経理部が適時に資金繰計画を作成・更

新するとともに、手許流動性の維持、金融機関からの当座貸越契約により流動性リスクを管理して
おります。
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④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条
件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．
参照）。

連結貸借対照表
計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴ 現金及び預金 8,995,892 8,995,892 －
⑵ 受取手形及び売掛金 19,323,383 19,323,383 －
⑶ 投資有価証券 788,723 788,723 －

 資産計 29,107,998 29,107,998 －
⑴ 買掛金 10,194,799 10,194,799 －
⑵ 短期借入金 15,000,000 15,000,000 －

 負債計 25,194,799 25,194,799 －
デリバティブ取引 (＊1)
① 為替予約取引 22,366 22,366 －
② 通貨オプション取引 72,651 72,651 －

デリバティブ取引計 95,018 95,018 －
(＊1) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項

目については（　）で示しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。

⑶　投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負　債
⑴　買掛金、⑵　短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額によっております。
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デリバティブ取引
　デリバティブ取引の時価の算定は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定して
おります。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 3,300

(＊) 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上記
の「⑶投資有価証券」には含めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,400円18銭
⑵　１株当たり当期純利益
⑶　潜在株式調整後１株当たり当期純利益

290円11銭
289円29銭
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法を採用しております。
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
③　デリバティブ等の評価基準及び評価方法

・デリバティブ　　　　　　　　　時価法を採用しております。
④　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品、製品、原材料　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定）を採用しております。

・未成工事支出金　　　　　　　　個別法による原価法を採用しております。
・貯蔵品　　　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）を採用しております。
⑵　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産
　　(リース資産を除く)

定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備
を除く）及び平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については定額法）を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　31年～50年
機械及び装置　　８年

②　無形固定資産
　(リース資産を除く)

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について
は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　当事業年度末保有の債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について
は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事
業年度対応額を計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　　役員に対する賞与支給に備えるため、当事業年度における支給見込
額を計上しております。
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④　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債
務の見込額を計上しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により按
分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして
おります。

⑤　工事損失引当金　　　　　　　　鉄骨工事請負に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工
事のうち、将来の損失発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に
見積ることが可能な工事について、損失見込相当額を計上しており
ます。なお、工事損失引当金は、未成工事支出金より直接控除して
おります。

⑷　収益及び費用の計上基準
①　完成工事高及び完成工事原価の

計上基準
当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
その他の工事

工事完成基準
⑸　重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。
また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たして
いる場合には振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段…為替予約、通貨オプション
ヘッジ対象…外貨建金銭債務

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　社内規程に基づき、外貨建金銭債務等に係る為替変動リスクを一定
の範囲内でヘッジを行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法　　　　ヘッジ対象及びヘッジ手段の時価変動額を比較し有効性を評価して
おります。

⑹　その他計算書類作成のための基本となる事項
　　消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」
（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した
建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ9,091千円増加しておりま
す。
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３．追加情報
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）
を当事業年度から適用しております。

４．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 12,309,746千円
⑵　受取手形裏書譲渡高
⑶　債権流動化による売掛債権譲渡高

3,561,383千円
1,786,617千円

⑷　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債権
②　長期金銭債権
③　短期金銭債務

2,470,186千円
503,534千円

4,790,957千円
⑸　当座貸越契約及び貸出コミットメント契約（借手側）

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行７行と当座貸越契約を締結しております。これ
らの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越契約の総額 27,000,000千円
借入実行残高 14,500,000千円
差引額 12,500,000千円

⑹　貸出コミットメント契約（貸手側）
当社は、関係会社３社と極度貸付契約を締結し、貸付極度額を設定しております。この契約に基づく

当事業年度末の貸出未実行残高等は次のとおりであります。
貸付極度額の総額 900,000千円
貸出実行残高 256,800千円
差引額 643,200千円

５．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

①　売上高 3,709,873千円
②　仕入高 4,343,450千円
③　その他の営業取引高 2,174,971千円
④　営業取引以外の取引高 63,635千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 802,080株 81,158株 －株 883,238株
（注）自己株式の数の増加は、平成29年２月27日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得80,800株及び

単元未満株式の買取り358株による増加分であります。
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７．税効果会計に関する注記
　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(単位：千円)
繰延税金資産（流動）

たな卸資産評価差額 15,338
賞与引当金 83,273
未払事業税 48,965
その他 389

繰延税金資産（流動）計 147,967
繰延税金負債（流動）

デリバティブ評価益 24,653
繰延税金負債（流動）計 24,653
繰延税金資産（流動）の純額 123,313

繰延税金資産（固定）
退職給付引当金 312,089
貸倒引当金 50,095
役員退職慰労引当金 173,267
子会社株式評価損 48,283
その他 31,418

繰延税金資産（固定）小計 615,154
評価性引当額 △302,337
繰延税金資産（固定）計 312,816
繰延税金負債（固定）

固定資産圧縮積立金 843,348
特別償却準備金 59,410
デリバティブ評価益 4,022
その他有価証券評価差額金 66,385

繰延税金負債（固定）計 973,166
繰延税金負債（固定）の純額 660,349
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８．関連当事者との取引に関する注記
⑴　関連会社等 （単位：千円）

属 性 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 中央ロジテック
株 式 会 社

所有
直接97.0％

商 品 等 運 送
役 員 の 兼 任

商品等の運賃
（ 注 １ ） 1,821,736 流 動 負 債

（その他） 779,333

子会社 大川スティール
株 式 会 社

所有
直接100.0％

商 品 等 の 供 給
製 品 の 購 入
役 員 の 兼 任

商品・製品の
販売（注１） 2,068,650 売 掛 金 1,190,562

鉄 骨 製 品 の
購入（注２） 2,128,599 工事未払金 1,520,322

子会社 株 式 会 社
オーエーテック

所有
直接100.0％

商 品 等 の 供 給
製 品 の 購 入
役 員 の 兼 任

商品・製品の
販売（注１） 1,234,597 売 掛 金 1,083,072

鉄 骨 製 品 の
購入（注２） 1,855,566 工事未払金 1,504,148

　取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。
（注２）鉄骨製品の購入については、大川スティール株式会社及び株式会社オーエーテック以外からも複数

の見積を入手し、市場の実勢価格を勘案して発注先及び価格を決定しております。
（注３）上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。
⑵　役員及び個人主要株主等 （単位：千円）

属 性 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係 取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

役員及びそ
の近親者が
議決権の過
半数を所有
している会
社等

大 栄 總 合 開 発
株 式 会 社

被所有
間接12.5％ 損害保険取引 損害保険取引

（注１） 30,949 － －

　取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）損害保険料の支払については、一般的な保険取引と同一の条件であります。
（注２）上記金額には、消費税等は含まれておりません。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 2,173円70銭
⑵　１株当たり当期純利益
⑶　潜在株式調整後１株当たり当期純利益

229円88銭
229円22銭
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